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大阪府及び府内市町村の同和問題をはじめ人権問題解決のための施策の推進に、格別の御高配を賜り厚くお礼申し上げます。
大阪府及び府内市町村におきましては、すべての人の人権が尊重される豊かな社会の実現を目指し、人権意識の高揚を図るための施策、人権擁護に資する施策を推進しています。
しかしながら、障がい者や外国人への就労等の差別、子どもへの虐待やいじめ、女性への暴力などの人権侵害に加えて、最近、インターネット上での人権侵害事象や、不動産取引に関連して部落差別等につながる情報の収集・報告が行われていたという差別調査事象の発生、さらには、戸籍謄本等の大量不正請求が発覚するなど、人権を取り巻く環境は大変厳しい状況にあります。
今後とも、大阪府及び府内市町村は連携しながら更なる人権施策の充実を図ってまいりますが、人権問題の早期かつ根本的な解決のためには、国における施策の充実や必要な財源の確保などが不可欠です。
ついては、本要望書に記載の要望内容について適切な措置を講じられるようお願い申し上げます。
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総務省
１　インターネット等を利用した差別行為の防止対策について
（１）　高度情報化社会の進展に伴い、インターネット等を悪用して、いわゆる同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しています。
大阪府では、インターネット上の差別書き込みの実態を把握するためモニタリングを実施し、多くの同和地区所在地等の流布事実を確認しているところです。
国においては、プロバイダ業界等民間団体による取組みの支援や指導等に努めてこられたところですが、今なお悪質な書き込みや動画の投稿が氾濫するなど、十分な効果が現れているとはいえない状況にあります。
こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、現行法では対応できない差別表現の取扱いについて、差別行為及び差別助長行為の防止に向けた有効な法規制を講じてください。
また、こうした法規制が行われるまでの間は、サイト管理者の名称や連絡先を明記させる等、削除要請が迅速・円滑にできるよう必要な措置を講じてください。
（２）　インターネット上での街並み画像閲覧サービスや、航空写真画像に古地図を重ね合わせる機能が提供されているサービスなどについては、そのサービスを悪用した人権侵害などが危惧されているところです。
こうした状況を踏まえ、引き続き現状把握に努められるとともに、適切な措置を検討してください。
２　本人通知制度等による住民票の写し等の不正請求の防止対策について
住民基本台帳法の改正により、住民票の写し等の交付を請求できる場合を限定し、住民票の写し等を交付する際の本人確認について規定するとともに、不正な手段により交付を受けた者に対する制裁を強化するなどの制度改正が平成２０年５月から施行されました。しかし、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、平成２３年１１月には愛知県で行政書士等の偽造職務上請求書による不正請求が発覚し、不正請求は全国的に行われ、大阪府においても多数の戸籍謄本等の不正請求が明らかになっています。そのため、不正請求の実態把握や個人情報保護を徹底させるための制度充実、取組みの強化が求められています。
不正請求の防止のため、大阪府では、市町村の意見を踏まえながら、本人通知制度〔事前登録制〕を平成２１年２月に市町村に提示し、平成２３年度末までに３０団体で運用が開始され、平成２４年度においても１０団体での導入が予定されています。抑止効果をさらに高めていくには、統一的な実施ができるよう本人通知制度の法制化を行い、全国すべての市町村で導入されることが必要です。
こうしたことから、以下の点について、必要な措置を講じてください。
（１）　国において全国における不正請求の被害状況調査を行い、不正請求事件の実態把握と全容解明に努め、その結果を地方公共団体へ情報提供するなど、必要な措置を講じてください。
（２）　不正請求の防止を徹底させるため、住民票の写し等の交付の事実を被交付請求者へ通知する本人通知制度の法制化とともに、交付請求者の氏名等の情報を被交付請求者に開示することができるよう必要な措置を講じてください。
（３）　偽造委任状による不正請求を防止するため、委任状の確認方法等を統一するなど、有効な措置を講じてください。
（４）　特定事務受任者（８士業）の「職務上請求書」の適正使用など住民票の写し等の厳正な取扱いについて、関係団体に対し、なお一層の周知徹底を図られるとともに、不正使用の再発防止に向けて、職務上請求時に疎明資料を添付させることや「職務上請求書」の様式を統一するなど、関係省庁と連携し、偽造防止策について必要な措置を講じるよう働きかけてください。
併せて、人権尊重の観点から住民票の写し等の厳正な取扱いの重要性について関係団体に対し一層の周知啓発に努めてください。
３　住民基本台帳法改正における外国人住民への配慮について
「住民基本台帳法の一部を改正する法律」の施行にあたり、人道的な配慮が必要な外国人住民については、これまでどおり行政サービスが享受できるよう特段の配慮をしてください。
法務省
１　人権教育・啓発に関する施策の推進及び地方公共団体に対する財政支援の充実、並びに実効性のある人権救済に関する法制度の確立について
平成１２年１２月に、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が施行され、平成１４年３月には同法に基づき「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定されたところです。これらに基づき、着実かつ効果的な人権教育・啓発の推進とともに、地方公共団体に対する財政支援のより一層の充実を図ってください。
また、内閣府・文部科学省と連携し、同和問題など人権問題に関する教育・啓発に係る施策が具体的な差別事象を踏まえた実効性のあるものとなるよう、より一層の推進に努めてください。
併せて、地域における人権侵害に対して迅速かつ効果的に対応できるよう、地方人権委員会の組織化などを盛り込んだ独立性、迅速性、専門性を備えた実効性のある人権侵害の救済に関する法制度の確立を早期に図ってください。
２　本人通知制度等による戸籍謄本等の不正請求の防止対策について
戸籍法の改正により、戸籍謄本等の交付を請求できる場合を限定し、戸籍謄本等を交付する際の本人確認について規定するとともに、不正な手段により交付を受けた者に対する制裁を強化するなどの制度改正が平成２０年５月から施行されました。しかし、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、平成２３年１１月には愛知県で行政書士等の偽造職務上請求書による不正請求が発覚し、不正請求は全国的に行われ、大阪府においても多数の戸籍謄本等の不正請求が明らかになっています。そのため、不正請求の実態把握や個人情報保護を徹底させるための制度充実、取組みの強化が求められています。
不正請求の防止のため、大阪府では、市町村の意見を踏まえながら、本人通知制度〔事前登録制〕を平成２１年２月に市町村に提示し、平成２３年度末までに３０団体で運用が開始され、平成２４年度においても１０団体での導入が予定されています。抑止効果をさらに高めていくには、統一的な実施ができるよう本人通知制度の法制化を行い、全国すべての市町村で導入されることが必要です。
こうしたことから、以下の点について、必要な措置を講じてください。
（１）　国において全国における不正請求の被害状況調査を行い、不正請求事件の実態把握と全容解明に努め、その結果を地方公共団体へ情報提供するなど、必要な措置を講じてください。
（２）　不正請求の防止を徹底させるため、戸籍謄本等の交付の事実を被交付請求者へ通知する本人通知制度の法制化とともに、交付請求者の氏名等の情報を被交付請求者に開示することができるよう必要な措置を講じてください。
（３）　偽造委任状による不正請求を防止するため、委任状の確認方法等を統一するなど、有効な措置を講じてください。
（４）　特定事務受任者（８士業）の「職務上請求書」の適正使用など戸籍謄本等の厳正な取扱いについて、関係団体に対し、なお一層の周知徹底を図られるとともに、不正使用の再発防止に向けて、職務上請求時に疎明資料を添付させることや「職務上請求書」の様式を統一するなど、関係省庁と連携し、偽造防止策について必要な措置を講じるよう働きかけてください。
併せて、人権尊重の観点から住民票の写し等の厳正な取扱いの重要性について関係団体に対し一層の周知啓発に努めてください。
３　インターネット等を利用した差別行為の防止対策について
（１）　高度情報化社会の進展に伴い、インターネット等を悪用して、いわゆる同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しています。
大阪府では、インターネット上の差別書き込みの実態を把握するためモニタリングを実施し、多くの同和地区所在地等の流布事実を確認しているところです。
国においては、プロバイダ業界等民間団体による取組みの支援や指導等に努めてこられたところですが、今なお悪質な書き込みや動画の投稿が氾濫するなど、十分な効果が現れているとはいえない状況にあります。
こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、現行法では対応できない差別表現の取扱いについて、差別行為及び差別助長行為の防止に向けた有効な法規制を講じてください。
また、こうした法規制が行われるまでの間は、サイト管理者の名称や連絡先を明記させる等、削除要請が迅速・円滑にできるよう必要な措置を講じてください。
（２）　インターネット上での街並み画像閲覧サービスや、航空写真画像に古地図を重ね合わせる機能が提供されているサービスなどについては、そのサービスを悪用した人権侵害などが危惧されているところです。
こうした状況を踏まえ、引き続き現状把握に努められるとともに、適切な措置を検討してください。
４　土地に関する差別調査への対応について
土地の購入やマンションの開発等の候補地調査において、部落差別等につながる情報の収集・報告が行われていたことが判明し、差別意識を助長することが懸念されるため、平成２１年度、大阪府において実態の把握・解明を行ったところです。具体的には、同年８月に大阪市と共同して三業界からの協力も得ながらアンケート及びヒアリング調査を実施した結果、事業者から入手した土地調査報告書に、「同和問題に関わってくる地域、同和地区」など、差別につながる土地調査の実態が明らかになりました。
こうした状況を踏まえ、部落差別につながる土地調査等を規制するため、大阪府では「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」の一部を改正し、平成２３年１０月１日から施行しました。
このような差別につながる土地調査は、全国的な問題であることから差別につながる調査、報告という行為に対して直接規制する法律が必要であると考えています。
このため、全国レベルでの実効ある取り組みができるよう、国において把握されている土地調査の現状及び実態を踏まえ、差別につながる土地調査等の規制法の整備について、必要に応じ府も情報提供させていただくので具体的な検討の場を設けてください。
５　出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律施行における外国人住民への配慮について
「出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部を改正する等の法律」の施行にあたり、以下のような特段の配慮をしてください。
（1） 　外国籍住民の人権を尊重し、負担軽減を図るため、改正入管法・入管特例法における住居地以外の事項の届出および再交付の申請等の代理資格者の範囲を委任状持参者まで拡大していただきたい。
また、永住者が行政上の便益を引き続き享受できるように更新通知を行うなど、本人が不利益を被ることのないように万全を期されたい。
（2） 　永住者についても、在留カードの常時携帯義務の免除、再入国許可、罰則など特別永住者と同様の改善を図られたい。
（3） 　外国人に対する在留カードの交付申請・受領や特別永住者証明書の交付申請・受領および各種届出の義務年齢を十六歳から引き上げられたい。
（4） 　在留資格のなくなった外国人住民については、非人道的な扱いがなされないよう、在留特別許可の運用を図られたい。
財務省
１　戸籍謄本等の不正取得による人権侵害の防止について
一部有資格者による「職務上請求書」の不正使用により取得した戸籍謄本等を、報酬を得るために第三者に横流しするという事件が各地で発生しています。この流出した個人情報が、身元調査などに使用されることにより、結婚差別等の極めて悪質な人権侵害を引き起こしかねません。
戸籍謄本等の不正取得の未然防止に向けて、平成２０年５月に改正戸籍法及び改正住民基本台帳法が施行されました。
しかし、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、平成２３年１１月には愛知県で行政書士等の偽造職務上請求書による不正請求が発覚し、不正請求は全国的に行われ、大阪府においても多数の戸籍謄本等の不正請求が明らかになっています。
つきましては、改正戸籍法及び改正住民基本台帳法の趣旨を踏まえ、必要な措置を引き続き講じられるとともに、関係する団体に対し、｢職務上請求書｣の適正使用及び戸籍謄本等の厳正な取扱いについて、なお一層の徹底を図ってください。
文部科学省
１　同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けた教育施策の充実について
（１）　高校奨学金の都道府県移管、独立行政法人日本学生支援機構への業務の移行に伴う奨学金事業の運営について、以下の点に留意してください。
①　高等学校等への就学に必要となる授業料等については、公立高校授業料無償制・高等学校等就学支援金制度が導入されるなど、一定程度経済的負担の軽減が図られてはいる。しかしながら、長引く経済雇用情勢の低迷などから、引き続き奨学金に対する高い需要が見込まれる中、事業移管に伴う日本学生支援機構からの交付金だけでは貸与資金のすべてを賄うことができない状況を踏まえ、一層の財政措置を講じてください。
②　また、同法人が実施する大学等奨学金貸与制度については、経済的な理由により進学を断念せざるを得ない状況が生じないよう有資格者の全員採用、成績条項の撤廃等の制度改善を図ってください。
さらに、入学時特別増額制度について、希望者全員が利用できるよう現行の利用条件を緩和するとともに、奨学金採用候補者については、同法人の貸与時期まで入学金等の納付を猶予できるよう大学等に対してさらに働きかけをしていただきたい。また、第一種奨学金対象者については、入学時特別増額制度についても無利子としていただくなど、経済的に困難な学生の就学支援制度として運用改善を図ってください。
（２）　従前から、人権教育セミナーなど独自の取組みに加え、人権教育促進事業、人権教育促進のための調査研究事業など国事業を活用し、人権教育の推進に取り組んできたところですが、今なお、同和問題をはじめとする人権侵害事象を根絶できていないのが現状です。
平成２２年度からは、新たに創設された「社会教育による地域の教育力強化プロジェクト」も活用しながら人権課題への対応に努めていますが、近年、新たな渡日者への対応など人権課題は多様化しています。これに対応していくためにも、「社会教育による地域の教育力強化プロジェクト」における採択枠の増加など事業の拡充を図ってください。
（３）　大学においては、同和問題をはじめとする様々な人権問題の解決に向けた人権教育に係る講座、科目を設置し、積極的に実施するよう指導するとともに、特に教員養成機関においては必修としてください。
（４）　人権教育を担う人材の養成のための高等教育機関の設置について
人権教育を体系的・計画的に推進していくためには、様々なレベルの指導者の養成が必要となりますが、とりわけ、人権研修・啓発のプランナーやそれらを養成する指導者、専門的な研究を行う指導者の養成機関として、夜間大学院（大学院大学）など、社会人の再教育も視野に入れた高等教育機関の設置に向けて、有効な取組みが進められるよう適切な措置をお願いします。
その際、「人権教育のための世界計画」第２フェーズでは、「各国は初等中等教育制度における人権教育の実施を継続させ」つつ、「高等教育における人権教育」及び「教育者、公務員、法執行者や軍隊への人権教育プログラム」に焦点を当てることとなっており、関係省庁との連携の下、高等教育機関において専門的・分野横断的で学術的・実践的な研究等が可能となるよう、積極的に取り組んでください。
２　大学卒業生等の就職に係る公正な採用選考の取り組みについて
大学卒業生等の採用応募・選考時における就職差別につながる問題事象について、解消に向けた具体的な取り組みが行われるよう、全国の大学等に対して強く要請するなど、特段の働きかけを講じてください。
厚生労働省
１　住民主体の地域福祉を進め、共に支え合う地域社会が実現できるよう、以下の諸点について特段の配慮をしてください。
（１）地域福祉活動等の活性化に係る支援について
市町村における地域福祉活動等が一層活性化するよう、セーフティネット支援対策等事業費補助金の拡充その他の支援策を講じてください。
（２）日常生活自立支援事業における補助基準の緩和等について
日常生活自立支援事業について、低所得者に配慮した利用料体系の設定が可能となるよう、生活保護世帯に加え、住民税非課税世帯に係る生活支援員の人件費についても補助対象とするなど、補助基準の緩和を行ってください。
また、国において明確な補助基準額が示されていないことにより、居住地によって利用料等が異なるケースがあることから、本事業は最低限の支援を行うものとして、全国どこにいても同じサービスを受けられることを保障する制度とし、国において明確な補助基準額を明示してください。
判断能力が不十分な方の権利擁護事業のあり方について、成年後見制度、生活保護制度や障がい者福祉制度なども含め、実務者を交えた評価・検討する場を国に設置してください。
２　隣保館における財政措置等の充実について
隣保館において、今後とも地域住民の福祉の向上や人権尊重の「コミュニティづくり」を進める拠点として各種の事業が、市町の実情に沿って総合的に実施できるよう引き続き必要な財政措置等を講じてください。
また、地方改善施設整備事業についても、十分な財政的措置等を講じてください。
３　生活福祉資金修学資金貸付制度における民生委員意見書添付要件の廃止等について
生活福祉資金修学資金貸付制度における民生委員意見書の添付要件を廃止してください。
また、生活保護世帯については、大学等在学中の生活資金も生活福祉資金更生資金（技能習得費）貸付制度において貸付できるよう特段の配慮をしてください。
４　母子家庭等の自立支援策の充実について
母子家庭等の自立を支援するため、今後展開される母子家庭等対策については、その生活実態を踏まえた、真に実効性ある施策を講じる必要があります。市及び福祉事務所設置町における母子寡婦福祉施策の取組みが地域隔差を生じることなく推進されるよう、事業実施に必要な財源を十分確保し、現況以上に地方へ負担を求めることのないよう配慮してください。また、父子家庭に対する支援については、改正児童扶養手当法により平成２２年８月分から同手当が父子家庭にも支給されたところであるが、さらに、母子家庭自立支援給付金事業の適用など、母子家庭に対する支援と同様に必要な支援措置を講じてください。
５　市町村配偶者暴力相談支援センターの設置の促進について
平成２０年の改正「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」の施行によって、市町村の配偶者暴力相談支援センターの設置が努力義務として規定されたところですが、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護のため、被害者のもっとも身近な相談窓口として、適切な支援を行えるよう市町村での支援センターの早期設置を促進する必要があります。
市町村支援センターを早期設置できるよう、市町村に対して専門職員の配置に向けた支援や必要な財政措置を講じてください。
６　ハンセン病問題の解決の促進に関する法律に基づく施策の実施について
ハンセン病回復者が、地域社会から孤立することなく、良好でかつ平穏な生活を営むことができるよう、①ハンセン病問題に関する啓発②ハンセン病療養所入所者の社会復帰及び療養所退所者に対する社会生活支援の充実、に向けて国自ら取り組むとともに、上記①②の事業を実施する地方公共団体に対し、必要な財政措置等を講じてください。
とりわけ、ハンセン病対策促進事業については、都道府県、市町村がハンセン病回復者等を支援する団体や他市町村と連携する事業についても対象とし、新規事業だけでなく、継続的な取組みが確保される制度となるよう改正してください。
７　大学卒業生等の就職に係る公正な採用選考の取り組みについて
大学卒業生等の採用応募・選考時の面接において、「出身地」や「家族状況」等に関する質問など就職差別につながるような問題事象が依然として報告されています。公正な採用選考を推進する観点から、具体的な指針を示すなど、より踏み込んだ啓発・指導方策を講じてください。
また、最近増加している、採用ポータルサイトを活用したインターネット求人を行う求人企業や採用業務代行者に対して、公開しているエントリーシート等に問題質問項目も見られることから、公正採用選考に関する啓発策を講じてください。
さらに、雇用に際しての人権侵害事象の発生を防止するためＩＬＯ第１１１号条約の早期批准に加え、雇用についての差別待遇を受けない権利を保障するよう、労働関係法の整備等必要な措置を講じてください。
８　就職困難者等に対する雇用・就労支援施策の構築について
障がい者、母子家庭の母親、中高年齢者などの就職困難者等に対する雇用・就労支援施策を講じるにあたっては、国において地域を主体とした事業立案をしてください。
また、地域における住民福祉の担い手である地方公共団体を主体とした事業を制度化し、財政的支援等、積極的な支援措置を講じることにより、就職困難者等に対するきめ細かな支援体制を構築してください。
９　戸籍謄本等の不正取得による人権侵害の防止について
一部有資格者による「職務上請求書」の不正使用により取得した戸籍謄本等を、報酬を得るために第三者に横流しするという事件が各地で発生しています。この流出した個人情報が、身元調査などに使用されることにより、結婚差別等の極めて悪質な人権侵害を引き起こしかねません。
戸籍謄本等の不正取得の未然防止に向けて、平成２０年５月に改正戸籍法及び改正住民基本台帳法が施行されました。
しかし、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、平成２３年１１月には愛知県で行政書士等の偽造職務上請求書による不正請求が発覚し、不正請求は全国的に行われ、大阪府においても多数の戸籍謄本等の不正請求が明らかになっています。
つきましては、改正戸籍法及び改正住民基本台帳法の趣旨を踏まえ、必要な措置を引き続き講じられるとともに、関係する団体に対し、｢職務上請求書｣の適正使用及び戸籍謄本等の厳正な取扱いについて、なお一層の徹底を図ってください。
経済産業省
１　インターネット等を利用した差別行為の防止対策について
（１）　高度情報化社会の進展に伴い、インターネット等を悪用して、いわゆる同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しています。
大阪府では、インターネット上の差別書き込みの実態を把握するためモニタリングを実施し、多くの同和地区所在地等の流布事実を確認しているところです。
国においては、プロバイダ業界等民間団体による取組みの支援や指導等に努めてこられたところですが、今なお悪質な書き込みや動画の投稿が氾濫するなど、十分な効果が現れているとはいえない状況にあります。
こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、現行法では対応できない差別表現の取扱いについて、差別行為及び差別助長行為の防止に向けた有効な法規制を講じてください。
また、こうした法規制が行われるまでの間は、サイト管理者の名称や連絡先を明記させる等、削除要請が迅速・円滑にできるよう必要な措置を講じてください。
（２）　インターネット上での街並み画像閲覧サービスや、航空写真画像に古地図を重ね合わせる機能が提供されているサービスなどについては、そのサービスを悪用した人権侵害などが危惧されているところです。
こうした状況を踏まえ、引き続き現状把握に努められるとともに、適切な措置を検討してください。
２　土地に関する差別調査への対応について
土地の購入やマンションの開発等の候補地調査において、部落差別等につながる情報の収集・報告が行われていたことが判明し、差別意識を助長することが懸念されるため、平成２１年度、大阪府において実態の把握・解明を行ったところです。具体的には、同年８月に大阪市と共同して三業界からの協力も得ながらアンケート及びヒアリング調査を実施した結果、事業者から入手した土地調査報告書に、「同和問題に関わってくる地域、同和地区」など、差別につながる土地調査の実態が明らかになりました。
こうした状況を踏まえ、部落差別につながる土地調査等を規制するため、大阪府では「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」の一部を改正し、平成２３年１０月１日から施行しました。
このような差別につながる土地調査は、全国的な問題であると考えられるため、国において把握されている土地調査の現状及び実態を踏まえ、再発防止に向け、今回の土地に関する差別調査に関係していた事業者の業界団体を通じた全国事業所及び国民への、指導・啓発等について、引き続き適切な措置を講じてください。
３　戸籍謄本等の不正取得による人権侵害の防止について
一部有資格者による「職務上請求書」の不正使用により取得した戸籍謄本等を、報酬を得るために第三者に横流しするという事件が各地で発生しています。この流出した個人情報が、身元調査などに使用されることにより、結婚差別等の極めて悪質な人権侵害を引き起こしかねません。
戸籍謄本等の不正取得の未然防止に向けて、平成２０年５月に改正戸籍法及び改正住民基本台帳法が施行されました。
しかし、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、平成２３年１１月には愛知県で行政書士等の偽造職務上請求書による不正請求が発覚し、不正請求は全国的に行われ、大阪府においても多数の戸籍謄本等不正請求が明らかになっています。
つきましては、改正戸籍法及び改正住民基本台帳法の趣旨を踏まえ、必要な措置を引き続き講じられるとともに、関係する団体に対し、｢職務上請求書｣の適正使用及び戸籍謄本等の厳正な取扱いについて、なお一層の徹底を図ってください。
国土交通省
１　土地に関する差別調査への対応について
土地の購入やマンションの開発等の候補地調査において、部落差別等につながる情報の収集・報告が行われていたことが判明し、差別意識を助長することが懸念されるため、平成２１年度、大阪府において実態の把握・解明を行ったところです。具体的には、同年８月に大阪市と共同して三業界からの協力も得ながらアンケート及びヒアリング調査を実施した結果、事業者から入手した土地調査報告書に、「同和問題に関わってくる地域、同和地区」など、差別につながる土地調査の実態が明らかになりました。
こうした状況を踏まえ、部落差別につながる土地調査等を規制するため、大阪府では「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」の一部を改正し、平成２３年１０月１日から施行しました。
このような差別につながる土地調査は、全国的な問題であると考えられるため、国において把握されている差別につながる土地調査の現状及び実態を踏まえ、再発防止に向け、今回の差別につながる土地調査に関係していた事業者の業界団体を通じた全国事業所及び国民への指導・啓発等について、適切な措置を講じてください。
２　宅地建物取引の場における人権問題への対応について
貴省においては、宅地建物取引業務に関連して同和地区に関する問い合わせ、賃貸住宅の媒介業務に係る不当な入居差別等の事象が発生している事を踏まえ、従来から、宅地建物取引主任者等の従業者に対する講習等を通じ、人権に関する教育・啓発に努めておられ、大阪府においても、宅地建物取引業者への啓発の強化に取り組んできています。
また、大阪府では、「宅建業法に基づく指導監督基準」に新たに人権に関する項目を加え、指導の対象とすることとし、平成２３年１月１日から施行しました。
しかしながら、このような宅地建物取引の場における差別事象は、全国的な問題であると考えられるため、国においては、調査された全国の現状及び実態把握の結果に基づき、このような行為を「業務に関する禁止事項」の条項に含めるなど、必要な宅地建物取引業法の改正等について検討してください。
３　戸籍謄本等の不正取得による人権侵害の防止について
一部有資格者による「職務上請求書」の不正使用により取得した戸籍謄本等を、報酬を得るために第三者に横流しするという事件が各地で発生しています。この流出した個人情報が、身元調査などに使用されることにより、結婚差別等の極めて悪質な人権侵害を引き起こしかねません。
戸籍謄本等の不正取得の未然防止に向けて、平成２０年５月に改正戸籍法及び改正住民基本台帳法が施行されました。
しかし、従前より委任状を偽造した不正請求事件も発生しており、平成２３年１１月には愛知県で行政書士等の偽造職務上請求書による不正請求が発覚し、不正請求は全国的に行われ、大阪府においても多数の戸籍謄本等の不正請求が明らかになっています。
つきましては、改正戸籍法及び改正住民基本台帳法の趣旨を踏まえ、必要な措置を引き続き講じられるとともに、関係する団体に対し、｢職務上請求書｣の適正使用及び戸籍謄本等の厳正な取扱いについて、なお一層の徹底を図ってください。
警察庁
１　「探偵業の業務の適正化に関する法律」の見直しについて
平成１９年６月に「探偵業の業務の適正化に関する法律」が施行されましたが、探偵調査業者等による戸籍謄本等の不正入手事件が全国で発生しており、差別的な身元調査に利用されるおそれが懸念されます。
最近でも、平成２３年１１月に、愛知県において警察捜査員の戸籍謄本等が取得されるなど、探偵業者等の関与した全国規模の事件が発覚しており、大阪府においても多数の不正請求が明らかになっています。
戸籍謄本等を不正入手するなどの情報収集行為は、「実地の調査」には当たらないことから同法に定義された探偵業務とはならず、現行法では規制できない状況です。
ついては、事件の再発防止、人権擁護の観点から、調査業者に対する実効性のある規制が可能となるよう、早急に法改正してください。
２　インターネット上の人権侵害対策取組みの強化について
高度情報化社会の進展に伴いインターネット等を悪用して、いわゆる同和地区の名称、所在地等の情報を流布したり、特定個人・団体や不特定多数を誹謗・中傷するなど悪質な差別事象が多数発生しております。
大阪府では、インターネット上の差別書き込みの実態を把握するためモニタリングを実施し、多くの同和地区所在地等の流布事実を確認しているところです。
こうした状況を踏まえ、人権尊重の視点に立ち、プロバイダ等への対応依頼や関係機関等への情報提供など、インターネット・ホットラインセンターによる取組みを一層推進してください。

